
アンケートにお答えいただいた皆様へ 

 

 この度は、自治労京都市職員労働組合の市民アンケートにご協力いただきまして、

ありがとうございました。 

今回のアンケートを行うにあたっては、京都市の厳しい財政状況の中で、市民から

求められている市政運営とは何であるのかを再確認したいという思いから始めさせて

いただきました。 

労働組合の運動方針を定めるうえで、信頼される市政づくりを目指していくことが、

必要不可欠です。私たち「自治労京都市職員労働組合」は、行政に携わる職員がつく

る労働組合として、市民のくらしを守り、市民サ－ビス向上を求め、市民ニーズに対応

した政策の転換をめざし市政改革運動を提起していきたいと考えています。 

このアンケート結果については、行政側にも示しており、皆様の意見の多くが市政に

反映ができるように努力していきたいと考えています。また、頂いた意見の中には、労

働組合に対する厳しい意見も多くありましたが、それらの意見を真摯に受け止め、活動

を進めていきたいと思っています。 

これからも、自治労京都市職員労働組合に対して、ご意見をお聞かせいただきます

ようよろしくお願い申し上げます。 
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自治労京都市職員労働組合

中央執行委員長 橋元 信一

はじめに

　私たち公務員労働者を取り巻く情勢は、大変、厳しいものとなって
います。京都市では、あいつぐ不祥事が問題となり、市民から厳しい
目線が注がれ、自治体改革の取り組みが求められています。
　私たち「自治労京都市職員労働組合」は、労働者と自治体職員の立
場から「よりよい京都のまちづくり」と「市民に信頼される市政の構
築」をめざし、自治体改革へ向けた政策提言を行ってまいりました。
私たちは、行政に携わる職員がつくる労働組合として、市民のくらし
を守り、市民サービスの向上を求めて、市政改革運動を提起し、市民
ニーズに対応した市政運営をめざしています。
　この市民アンケート調査は、多くの市民の方々や連合京都の組合員
の皆さんから、多大な御協力をいただきました。心からお礼を申し上
げるとともに、アンケート調査結果について御報告いたします。
　今回の調査結果については、私どもが政策提言を行っている「政
策・制度要求」の中に取り入れて、市政に反映していきたいと思って
います。引き続き、市民の皆様方との協働を基本に、市政に対し提言
や協議を行いながら、真に必要な施策の実現に向け、市民生活を守っ
ていく立場で運動を進めていきたいと考えています。今後とも、自治
労京都市職員労働組合へ御理解と御協力をよろしくお願いします。



性別 年代別

人数 割合(%) 人数 割合(%)

男性 5,273 72.2 10歳代 51 0.7

女性 1,997 27.3 20歳代 786 10.4

不明 271 0.5 30歳代 1,783 23.6

合　　計 7,541 100 40歳代 1,918 25.4

50歳代 1,603 21.3

60歳代 671 8.9

居住区別 70歳以上 449 6.0

人数 割合(%) 不明 280 3.7

北区 585 7.8 合　　計 7,541 100

上京区 344 4.6

左京区 897 11.9 職業別

中京区 638 8.5 人数 割合(%)

東山区 205 2.7 自営業･自由業 349 4.6

山科区 502 6.7 会社員･公務員 5,542 73.5

下京区 299 4.0 ﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ･派遣社員 348 4.6

南区 615 8.2 専業主婦･専業主夫 356 4.7

右京区 1,014 13.4 無職 481 6.4

西京区 729 9.7 学生 73 1.0

伏見区 1,356 18.0 その他 121 1.6

不明 357 4.7 不明 271 3.6

合　　計 7,541 100 合　　計 7,541 100

－　1　－

　回答者を男女別にみると、男性が72.2％、女性が27.3％となりました。
　年齢では、「40代」が25.4%と一番多く、「30代」が23.6%と二番目に多くなって
います。今回の調査の特徴のひとつに、前回調査と比較して、高齢層からの回答が
多くなっていることがあげられます。
　居住区別では、伏見区が18.0%と一番多く、次いで右京区、左京区の順となって
います。これは、区別の居住人口の順位と同じになっています。
　職業別では、「会社員・公務員」が一番多く73.5%となっています。「自営業・
自由業」「無職」の方からの回答が前回調査より増えています。

調査の方法

回答者の属性

調査は、以下のように取り組みました。

回答者は、以下のような方々です。

調査対象：京都市民
回収数　：7,541人
調査方法：①調査票を自治労京都市職の組合員が市内各家庭に配布。
　　　　　②連合加盟の各労働組合に協力を依頼し、京都市在住の組合員に配布。
調査期間：2007年10月22日～11月20日




